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新旧対照表（特定口座取引約款） 
改定前 改定後 

（特定口座の申込方法） 

第 ３ 条 お客さまが特定口座の開設を申し込むに当たっては、あら

かじめ、当行に対し、租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 3 項第 1

号に定める特定口座開設届出書をご提出いただきます。その際、お

客さまは住民票の写し、個人番号カードその他一定の確認書類を提

示いただき、ご氏名、生年月日、ご住所および個人番号（お客さま

が租税特別措置法施行令第 25 条の 10 の 3 第 5 項の規定に該当する

場合は、ご氏名、生年月日およびご住所）等について確認をさせて

いただきます。 

２ 租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 5 項の規定により、同項の定

める例外を除き、お客さまは、当行に対して特定口座開設届出書を

重ねて提出し、複数の特定口座を当行に開設することはできません。

３ お客さまが特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得につい

て源泉徴収を選択される場合には、その年最初の特定口座内保管上

場株式等の譲渡の時までに当行に対し、租税特別措置法第 37 条の

11の 4第 1項に定める特定口座源泉徴収選択届出書をご提出してい

ただきます。また、当該特定口座源泉徴収選択届出書が提出された

年の翌年以後の特定口座内保管上場株式等の譲渡については、お客

さまからその年最初の特定口座内保管上場株式等の譲渡の時まで

にとくにお申出がない限り、当該特定口座源泉徴収選択届出書の提

出があったものといたします。 

４ お客さまが当行に対して租税特別措置法第 37 条の 11 の 6 第 2 項

に規定する源泉徴収選択口座内配当等受入開始届出書を提出して

おり、その年に交付を受けた上場株式等の配当等を特定上場株式配
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号に定める特定口座開設届出書をご提出いただきます。その際、お
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２ 租税特別措置法第 37 条の 11 の 3 第 5 項の規定により、同項の定
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３ お客さまが特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得につい
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改定前 改定後 
当等勘定において受領されている場合には、その年最初に当該上場

株式等の配当等の支払が確定した日以後、お客さまは、当該年に源

泉徴収を選択しない旨の申出を行うことはできません。 

 

（届出事項の変更） 

第 18 条 第 3 条に基づく特定口座開設届出書の提出後に、お客さま

のご氏名、ご住所など当該特定口座開設届出書の記載事項に変更が

あったときまたは個人番号が初めて通知されたときは、租税特別措

置法施行令第 25 条の 10 の 4 の規定によりお客さまは、遅滞なくそ

の旨を記載した特定口座異動届出書を当行にご提出していただき

ます。その届出がご氏名、ご住所もしくは個人番号の変更に係るも

のであるときは、お客さまから住民票の写し、個人番号カードその

他一定の書類を提示いただき、確認をさせていただきます。 

 

（特定口座の廃止） 

第 19 条 この契約は、次の各号のいずれかに該当したときに解約さ

れ、当該解約に伴いお客さまの特定口座は廃止されるものとします。

① お客さまからの解約のお申出があったとき。この場合、お客さ

まには租税特別措置法施行令第 25 条の 10 の 7 第 1 項の規定に基

づき特定口座廃止届出書を当行に対し提出していただきます。 

② お客さまが出国により居住者または恒久的施設を有する非居

住者に該当しないこととなったとき。この場合、租税特別措置法

施行令第 25 条の 10 の 5 第 1 項の規定に基づき特定口座廃止届出

書の提出があったものとみなされます。 

③ 租税特別措置法第 25 条の 10 の 8 に規定する特定口座開設者死
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改定前 改定後 
亡届出書の提出があり、相続または遺贈の手続きが完了したとき。

④ お客さまがこの約款の規定に違反し、当行からの是正の要請に

応じていただけない場合、当行の証券取引約款に基づきお客さま

の証券口座が廃止となった場合等やむを得ない事由により、当行

が解約を申し出たとき。 

⑤ この約款の変更にお客さまが同意されないとき。 

⑥ お客さまの特定口座において特定口座内保管を有しないこと

となった状態が 3 年以上の期間に継続した場合、当行は、当行所

定の方法によりお客さまの特定口座を廃止することができるも

のとします。 

２ 前項各号のいずれかに該当するときは、当行はお客さまに代わり

特定口座内保管上場株式等について一般口座への移管ができるも

のとします。 
３ お客さまが当行に開設している特定口座が第 3条第 2項の規定に

抵触することが判明した場合、その是正のため、お客さまの特定口

座に関する当行からの要請（一部の特定口座の廃止を含みます。）

に応じていただく場合があります。 

 
（約款の変更） 

第 24 条 この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必

要が生じたときに改定されるときがあります。 
 
 
 
２ 当行は、改定の内容がお客さまの従来の権利を制限するもしくはお

亡届出書の提出があり、相続または遺贈の手続きが完了したとき。 

④ お客さまがこの約款の規定に違反し、当行からの是正の要請に

応じていただけない場合、当行の証券取引約款に基づきお客さま

の証券口座が廃止となった場合等やむを得ない事由により、当行

が解約を申し出たとき。 

（削     除） 

⑤ お客さまの特定口座において特定口座内保管を有しないこと

となった状態が 3 年以上の期間に継続した場合、当行は、当行所

定の方法によりお客さまの特定口座を廃止することができるも

のとします。 

２ 前項各号のいずれかに該当するときは、当行はお客さまに代わり

特定口座内保管上場株式等について一般口座への移管ができるも

のとします。 
３ お客さまが当行に開設している特定口座が第 3条第 2項の規定に

抵触することが判明した場合、その是正のため、お客さまの特定口

座に関する当行からの要請（一部の特定口座の廃止を含みます。）

に応じていただく場合があります。 
 

（約款の変更） 

第 24 条 この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必

要が生じたときには、民法第 548 条の 4 の規定に基づき改定される

ことがあります。改定を行う旨および改定後の規定の内容ならびに

その効力発生時期は、効力発生時期が到来するまでにインターネッ

トまたはその他相当の方法により周知します。 

（削     除） 
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改定前 改定後 
客さまに新たな義務を課するものである場合は、その改定の内容をお

客さまに通知します。この場合、当行があらかじめ定める日まで異議

の申し出がないときは、その改定に同意したものとして取扱います。

３ 当行は、改定の内容がお客さまの従来の権利を制限するもしくはお

客さまに新たな義務を課すものでない場合、または、改定の影響が軽

微であると判断される場合には、前項の通知を当行ホームページへの

掲載によって代えることがあります。この場合、公表の際に定める 1

ヶ月以上の相当な期間を経過した日から適用されるものとします。 

 
 
 
 
 

 

 

 

（削     除） 

 

 

 

 
 

 
以 上 

2020 年 4 月 1 日 改定 

 


